
Ⅰ．はじめに

　ニホンジカ（��������	

��，以下シカとする）による森林被

害は 1965 年頃に神奈川県丹沢地方で問題になり（飯村，1980），

1980 年代に入り岩手県や近畿で報告されるようになり，1980 年代

後半には九州，関東，中国の広い範囲で顕著になってきた（三浦，

1999）。1996年度における全国の被害面積は5，700ヘクタールに達

している。この 30 年間に約 50 倍に増えたことになり，1989 年度

以降いわゆる「獣害」の第１位を占めている。地域別には九州の

被害面積が最も大きく，次いで近畿，北海道，関東の順となって

いる。近畿，関東では 1991 ～ 1996 年度の被害面積は微増である

が，九州では被害面積が急速に拡大し５年間で 10 倍以上に増加

している（坂東，1999）。

　被害拡大の背景には，1970 年までの大面積皆伐一斉造林によっ

て下層植生量が増加しエサ条件の好転によってシカの個体数が増

加したこと，1970 年以降小面積皆伐に変わり造林地が分散したた

め個々の造林地への採食インパクトが相対的に高くなったこと，

密猟防止の徹底と狩猟者人口の減少から狩猟圧が減少したこと，

などが指摘されている（Koizumi, 1998）。

　1999 年には「鳥獣保護及び狩猟に関する法律」が改正されて

「特定鳥獣保護管理計画制度」が創設された。この制度は都道府

県知事が特定の鳥獣を指定し，独自の基準に基づいて個体数を管

理するものである。現在九州では６県がシカを対象とした特定鳥

獣保護管理計画を策定し，個体数調整を進めている。特定鳥獣保

護管理計画制度は，計画的な個体数調整の他，個体数に連動した

捕獲水準の設定（フィードバック管理），個体数の継続的な監視

（モニタリング調査），管理を指導実行するための専門家の養成，

が大きな柱となっている。被害研究はこれまで防除方法の開発と

その効果検定を中心に進められてきたが，こうした動きに連動さ

せて被害発生状況を正確に把握することが重要になっている。

　九州では民有林国有林を含む広範な地域からシカの情報を得る

ことを目的として，1995 年に「民有林・国有林シカ対策担当者連

絡会」（以下，シカ連絡会とする）が発足した。シカ連絡会は，

九州森林管理局，緑資源公団福岡支所，各県の林業および鳥獣行

政担当部門，林木育種センター九州育種場，森林総合研究所九州

支所によって構成され，必要に応じて各県の林業試験研究機関も

参加している。シカ連絡会は 1996 年に九州全域のシカの分布図

を発表し，1998 年から被害をモニタリングする試みとして，民有

林国有林内の新植地における被害の発生状況を調査している。

　本報告では，シカ連絡会が行った 1998，1999 年度調査に基づき，

九州におけるシカ被害の発生状況を取りまとめた。

Ⅱ．材料と方法

　１９９８，１９９９年にチェックシートを用いて新植地における被害の

発生状況を調査した。チェックシートの様式は機関によって若干
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チェックシートを用いて九州におけるニホンジカによる新植地被害を調査した。総計２，３７０カ所の調査地の中から，（１）調査地がシカ分

布域内に位置する，（２）植栽年度が１９９６～１９９９年度である，（３）被害の有無が記載されている，の３条件によって１，４０２カ所を抽出した。

被害発生地は全体の４５．６％（６４０カ所）を占め，３４０カ所は３割以上の木に被害が発生している「激害地」であった。分結指数の１つであ

るジニの指数は被害地と無被害地の分布が分離していることを示していた。イブレフの選択係数は被害発生地が標高３００m以上に集中し

ていることを示していた。被害防除には労力と経費の面から大きなコストがかかることから，被害の発生傾向をもとに慎重な造林を進め

る必要がある。

Forest damage by sika deer was investigated at 2,370 sites in Kyushu by questionaires. A total of 1,402 sites, where deer inhabit, 

seedlings were planted between 1996 and 1998, and degree of damage was recorded, were extracted for analysis. Deer damage occurred 

at 640 sites (45.6%). Serious damage, the percentage of trees damaged was greater than 30%, was observed at 340 sites. Gini's segregation 

index indicated that the damaged sites distributed separately from the undamaged sites. Ivlev's selectivity index showed that deer 

damage concentrated in the areas higher than 300m in altitude. Because damage control requires a large amount of labor and expense, 

afforestation should be performed carefully monitoring the trend of deer damage.

速　報



異なったが，①調査場所，②造林地面積，③植栽年度，④植栽樹

種，⑤被害の有無，⑥被害の程度，⑦被害の割合，⑧防除方法の

有無，の項目は必ず記入するようにした。また，それぞれの

チェックシートには調査した造林地の位置図を添付するようにし

た。

　収集されたチェックシートは，九州森林管理局を経由して森林

総合研究所九州支所に送付された。調査箇所の位置は，国土地理

院数値地図２０００００（地図画像）を用いて緯度，経度とも０．１秒単

位で確定し，他のデータ項目とともにコンピュータに入力しデー

タベースを作成した。

　分析項目は，以下の２点である。

　（１）被害の現況

　チェックシートの記載事項に基づいて，被害発生率，被害程度，

被害防除の有無と防除方法など，被害の現況について取りまとめ

た。

　（２）被害の発生傾向

　被害の発生傾向をみるために，被害防除策を講じて被害が発生

しなかった調査地および被害防除策を講じたかどうか不明の調査

地を除いた。

　まず，九州全域を一定の大きさのメッシュに区分し，それぞれ

のメッシュの中で被害の発生している調査地と発生していない調

査地の分結関係（混ざり具合）をジニの指数を用いて検討した。

　ジニの指数は２つの異なった集団の混ざり具合を表す指数であ

る（安田・海野，１９７７）。２つの集団が均一に混じり合っている

場合にはジニの指数は０となり，両者が完全に分離している場合

には１となる。たとえば，被害が発生している調査地が４０カ所，

発生していない調査地が６０カ所あり，１０個のメッシュに分割した

とする。このとき，それぞれのメッシュに被害発生地が４カ所，

無被害地が６カ所ずつ含まれていればジニの指数は０となる。一

方，被害地が４つのメッシュにのみ出現し，残りの６つのメッ

シュがすべて無被害地であった場合にはジニの指数は１となる。

　ジニの指数（Ｇ i）は下記の式によって求めた。

　Ｇ i= ΣＸ i－1Ｙ i－ΣＸ iＹ i－1

　ここで，

　Ｎ：被害が発生している調査地の総数

　Ｗ：被害が発生していない調査地の総数

　ｘ i＝Ｎ i／Ｎ，i 番目のメッシュにおける被害地の比率

　ｙ i＝Ｗ i／Ｗ，i 番目のメッシュにおける無被害地の比率

　Ｘ i＝� 　，x1の累積比率

　Ｙ i＝� 　，yiの累積比率

である。

　メッシュの大きさは，国土地理院の緯度経度法に基づいて①緯

度３０秒，経度４５秒毎に区分した区画，②緯度１分，経度１分３０秒

毎に区分した区画，③緯度２分３０秒，経度３分４５秒毎に区分した

区画，④緯度５分，経度７分３０秒毎に区分した区画，の４種類を

使用した。メッシュの１辺の長さに応じて，それぞれの区画を１

kmメッシュ，２kmメッシュ，５kmメッシュ，１０kmメッシュと

した。１ kmメッシュは国土地理院の第３次地域区画に相当し，

１０kmメッシュは第２次地域区画（２万５千分の１の地形図）に

相当する。

i

Σxj
j ＝ 1

i

Σyj
j ＝ 1

　また，どの標高階に被害が特異的に発生しているかを検討する

ために，下記の式によって標高階別に被害指数（イブレフの選択

係数）を求めた。

　Ｅ i＝（ri－Ｎ i）／（ｒ i＋Ｎ i）

　ここで，

　Ｅ i：ｉ番目の標高階における被害指数

Ｎi：調査総数に対するｉ番目の標高階に含まれる調査地数の比

率

ri：被害地の総数に対するｉ番目の標高階に含まれる被害地数

の比率

　である。

　被害指数は－１と＋１の間の値をとり，＋１に近い値をとる標

高階に被害が集中発生していることを示している。

Ⅲ．結果および考察

　（１）被害の現況

　総計２，３７０カ所の造林地で被害発生状況が調査された。この内，

①調査地がシカ連絡会の作成したシカ分布図内に位置する，②植

栽年度が１９９６～１９９９年度である，③被害の有無が記載されている，

の３条件によって抽出し，該当件数の多かった福岡，熊本，大分，

宮崎の各県内に位置する調査地１，４０２カ所を対象に分析を行った

（表－１）。

　調査地の被害状況を表－２に示した。「被害が発生した」と報

告された調査地が全体の４５．６％（６４０カ所）を占めた。この内，

「ほとんどの木に被害が発生した」および「３～６割の木に被害

が発生した」と報告された調査地は５３．７％に達し（被害程度不明

の調査地を除く），九州におけるシカ被害が発生率だけでなく程

度においても深刻な状況にあることを示していた。

　また，４３６カ所では何らかの被害防除策を講じていた。被害防

除策は，防護柵の設置（５７．１％）と忌避剤の散布（３３．７％）およ

び両者の併用（１．１％）が大半を占め，一部では空き缶利用の脅

し，毛髪を下げる，梢端部をミカン袋で包む，などの方法が採ら

れていた。何らかの被害防除策を講じた造林地が全体の３割を超

えていたことは，森林所有者または管理者の間にシカ被害防除の

必要性が広く認識されつつあることを示していた。また，「被害

防除策を講じた」場合には被害が３割未満にとどまったケースが

多く，「被害防除策を講じなかった」場合との間に有意な差が

あった　（χ２＝１４．５９，df=２，p<０．００１）。しかしながら，防除策

を講じたにもかかわらず被害を防ぎきれなかった造林地も２５６カ

所（５８．７％）に達しており，防除効果を満度に発揮させるために
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表－１．機関別・位置別の調査箇所数

合　計宮崎県大分県熊本県福岡県
緑資源公団
福岡支所

九州森林
管理局

３８１０００３３７２５１９福岡県

１８３００１０８０３９３６熊本県

３１５０１７７００１０７３１大分県

５２３３１５０００１２６８２宮崎県

１４０２３１５１７７１０８３３７２９７１６８合　計



きめ細かな技術指導が必要となっている。

　池田ほか（２００１）はこれまで開発された防除方法の得失を評価

し，ステンレス線入り専用ネットを用いた防護柵では，下部ロー

プを固定してシカがもぐり込まないようにする，シカがネットに

絡まないよう網目を小さくするなど素材を改良する，などの工夫

が必要であることを指摘している。また，東日本，北日本と異な

り，九州における新植地被害は通年発生している（谷口，１９９２；

池田，１９９６；宮島，１９９８）ことから，忌避材は１年に２回以上施

用する必要があることが指摘されている（池田ほか，２００１）。

　（２）被害の発生傾向

　各メッシュにおけるジニの指数は，１kmメッシュ０．９９６，２km

メッシュ０．９７８，５kmメッシュ０．８８３，１０kmメッシュ０．７３１とな

り，いずれのメッシュサイズでも高かった（図－１）。２万５千

分の１の地形図に相当する１０kmメッシュにおいてもジニの指数

が高かったことは，被害地と無被害地とは近接して混在するので

はなく，両者が比較的大きな面的まとまりを持ち明瞭に区分でき

ることを示していた。

　調査された造林地の最低標高は２５m，最高標高は１４６３mで，標

高２００m以上５００m未満の標高階に全体の５４．０％が含まれた。標高

階別の被害発生率および被害指数を図－２に示した。被害発生率

は調査地の標高が高くなるにつれて高くなる傾向が見られ，標高

２００m未満では被害発生率は２５～２７％と低い水準で推移したが，

標高３００m以上の区分で５０％を超え，標高８００m以上では７０％以上

という高い被害発生率を示した。被害指数も標高とともに高くな

る傾向を示した。標高３００m未満で被害指数が負となったことは，

無被害地の多くはこの標高階に偏って分布していることを示して

おり，被害指数が標高３００m以上で正となり標高８００m以上で０．１４

～０．２４となったことは被害地が比較的標高の高い地域に分布して

いることを示していた。

　これらの結果は，造林地選定の際の注意点として以下のように

まとめることができる。まず，造林予定地の標高が３００mを超え

る場合には被害に対する警戒が必要である。ジニの指数は，１～

２ kmメッシュレベルで被害地と無被害地をかなり明確に区分で

きることを示していた。このため，造林予定地の周囲１ km以内

の既存の造林地において被害が発生している場合には，造林予定

地でも被害が発生する可能性が非常に高いと考え，具体的に被害

を防除する手段を講じる必要がある。標高８００m以上では被害率

が既に７０％を超えているため，地ごしらえ後に防護柵を設置し，
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図－１．メッシュサイズとジニの指数の関係

表－２．被害の発生状況

合計不明
防除策を
講じなかった

防除策を
講じた

６４０５８３２６２５６被害が発生した

１０１１２５６３３ほとんどの木に被害が発生した

２３９２２１３７８０３～６割の木に被害が発生した

２９３２４１２７１４２２割以下の木に被害が発生した

７０６１被害程度不明

７６２２３５５９１８０被害は発生していない

１４０２８１８８５４３６合　　計

図－２．標高別の被害発生状況（棒グラフは被害発率，黒丸は被害指数を示す）



シカが入らないことを確認した上で植栽するなどの慎重な造林が

必要である。

　現在，特定鳥獣保護管理計画に連動して九州各地で生息密度調

査が行われているが，情報量が十分でないことから本報告では被

害の発生傾向との関係を検討することができなかった。シカの生

息密度と被害程度の間には正の相関があることが報告されている

（尾崎・塩見，１９９８；田戸，１９９９；池田，２００１）ことから，九州

全域においてシカの生息密度情報を充実させていくことが急務と

なっている。

　従来の日本の野生動物管理は，「保護」という名の「放置」と

「被害防除」という名の「乱獲」を繰り返してきた。特定鳥獣保

護管理計画制度には，こうした両極端に走らないための歯止めと

しての機能が期待されている。しかしながら，最小限の個体数調

整で被害を軽微に抑えることのできる「適正密度」水準，いわば

個体数管理の落としどころに関する論議は始まったばかりである。

　被害状況調査をシカの生息実態調査などの結果と有機的にリン

クさせていくことは，シカの適正密度論議に一石を投じるものと

してその成果が期待される。
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安田三郎・海野道郎（１９７７）社会統計学．３４０pp，丸善，東京．

（２００１年１１月２０日　受理）
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